
専門技術研究会補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第 1 条  公益財団法人わかやま産業振興財団（以下「財団」という。）理事長（以下     

「理事長」という。）は、県内の様々な産業分野における専門技術の動向、専門知    

識等の普及と参加企業相互の情報交換等を図るため、大学、工業高等専門学校、公   

設試験研究機関（以下「大学等」という。）の研究員又は中小企業者が主宰する研  

究グループ（以下「研究会」という。）の運営経費の一部を助成するものとし、そ  

の交付については公益財団法人わかやま産業振興財団補助金等交付規則（以下「交  

付規則」という。）及びこの要綱に定めるところによるものとする。  

 

（補助対象者）  

第 2 条  補助対象者は、県内の大学等の研究員又は県内に主たる事業所を有する中小  

企業者が主宰し、その支援のもとに会費を負担する県内の企業等が専門技術や専門  

知識に関する情報交換等の活動を行う研究会の代表者とする。  

2 研究会の代表者とは、研究会を主宰する大学等の研究員若しくは中小企業者又は

研究会活動に対する管理監督責任者たる研究員とする。  

 

（補助対象経費）  

第 3 条  補助対象経費は、別表のとおりとする。  

 

（補助率）  

第 4 条  補助率は、補助対象経費の３分の２以内とする。  

 

（限度額）  

第 5 条  補助限度額は、予算の範囲内において次の（１）から（３）で算出した額を

比較し最も少ない額とする。  

（ 1）補助対象経費に 2/3 を乗じて得た額  

（ 2）当該年度の総事業費から会費収入、寄附金、助成金その他の収入の額を減じた

額  

（ 3）２０万円  

   

（交付申請）  

第 6 条  補助金の交付を受けようとする研究会の代表者は、交付規則第 4 条に規定す

る交付申請書に次に掲げる関係書類を添え理事長の指定する日までに理事長に提

出するものとする。  

（ 1）事業計画書（別記第 1 号様式）  

（ 2）収支予算書（別記第 2 号様式）  

（ 3）役員及び会員名簿（別記第 3 号様式）  

（ 4）運営規程  

（ 5）経費支出規程  

（ 6）その他理事長が必要と認める書類  

 

（交付決定）  

第 7 条  理事長は、前条の交付申請書の提出があったときは、当該申請書の内容につ

いて審査を行い、予算の範囲内で補助する研究会の選定を専門技術研究会事業審査

委員会に諮るものとする。  

2 理事長は、前項の結果に基づき、補助金を交付すべきと認めた場合は、予算の範  

囲内で補助金の額を決定し、必要なときは条件を付して専門技術研究会補助金交付  

決定通知書（別記第 4 号様式）により、研究会の代表者に通知するものとする。  

3 理事長は、交付決定に当たっては、補助対象経費に消費税及び地方消費税に係る



仕入控除税額を含むものとする。  

4 理事長は、交付決定に当たっては、補助金の額の千円未満を切り捨てるものとす  

る。  

 

（計画の変更）  

第 8 条  研究会の代表者は、補助事業の内容、経費の増減又は収支予算書の２支出の

経費の配分について変更しようとするときは、あらかじめ交付規則第 14 条第 1 項

に規定する変更承認申請書に次に掲げる関係書類を添えて理事長に提出し、その承

認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。  

（ 1）変更収支予算書（別記第 5 号様式）  

（ 2）その他理事長が必要と認める書類  

2 理事長は、前項の変更承認申請書の内容が適当と認めるときは、必要に応じ条件

を付し、専門技術研究会補助金変更交付決定通知書（別記第 6 号様式）により研究

会の代表者に通知するものとする。  

3 第 1 項ただし書に規定する軽微な変更とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

（ 1）補助事業に要する経費において、２０パーセント未満の増減がある場合  

（ 2）別表の一以上の経費区分において、２０パーセント未満の配分を変更する場  

  合  

（ 3）補助事業の目的達成に支障がない事業計画の細部の変更をする場合  

 

（補助事業の中止又は廃止）  

第 9 条  研究会の代表者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、速やか

に、交付規則第 15 条第 1 項に規定する中止承認申請書又は廃止承認申請書を理事

長に提出しなければならない。  

2 理事長は、前項の中止承認申請書の内容が止むを得ないものと認めるときは、必

要に応じて条件を付し、専門技術研究会補助金に係る補助事業の中止承認通知書

（別記第 7 号様式）により研究会の代表者に通知するものとする。この場合、当該

中止承認申請書に係る補助金の交付決定はなかったものとみなす。  

3 理事長は、第１項の廃止承認申請書の内容が止むを得ないものと認めるときは、    

専門技術研究会補助金に係る補助事業の廃止承認通知書（別記第 8 号様式）により

研究会の代表者に通知するものとする。  

 

（状況報告）  

第 10 条  研究会の代表者は、専門技術研究会補助金事業遂行状況報告書（別記第 9

号様式）に次に掲げる関係書類を添え理事長が指定する日までに理事長に提出しな

ければならない。  

（ 1）事業状況報告書（別記第 10 号様式）  

（ 2）収支報告書（別記第 11 号様式）  

（ 3）その他理事長が必要と認める書類  

 

（実績報告）  

第 11 条  研究会の代表者は、交付規則第 16 条に規定する事業実績報告書に次に掲げ

る関係書類を添え理事長が指定する日までに理事長に提出しなければならない。  

（ 1）事業実績書（別記第 12 号様式）  

（ 2）収支決算書  （別記第 13 号様式）  

（ 3）事業対象経費に係る証拠書類（帳簿及び領収書等）の写し  

（ 4）その他理事長が必要と認める書類  

 

（額の確定）  

第 12 条  理事長は、前条の事業実績報告書の提出があった場合は、当該報告書の審

査及び原則としてこれに基づいて行う現地調査等を行い、その報告の内容が交付決



定の成果及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、

専門技術研究会補助金額確定通知書（別記第 14 号様式）（以下「確定通知書」と

いう。）により、研究会の代表者に通知するものとする。  

2 理事長は、第 9 条第 3 項の規定に基づく廃止の承認を行っている場合には、当該

報告書の審査及び原則としてこれに基づいて行う現地調査等を行い、その報告に係

る補助事業の廃止までの成果が補助金交付の目的の水準に達しているか確認し、目

的の水準以上、かつ、適合する範囲において交付すべき補助金の額を確定し、確定

通知書により、研究会の代表者に通知するものとする。  

3 理事長は、補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交

付されているときは、その超える部分の補助金の返還を求めるものとし、研究会の

代表者は当該金額を理事長が指定する日までに、理事長が指定する方法で返還しな

ければならない。  

4 理事長は、前２項の補助金の額の確定に当たっては、補助金の額の一円未満を切

り捨てるものとする。  

 

（交付決定の取り消し）  

第 13 条  理事長は、研究会の代表者が次の各号のいずれかに該当すると認められる

ときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（ 1）交付規則及びこの要綱の規定に違反したとき。  

（ 2）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。  

（ 3）交付決定の内容及びこれに付した条件に違反していたとき。  

（ 4）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けていたとき。  

（ 5）補助事業を遂行する見込みがなくなったとき。  

2 理事長は、前項により交付決定の全部又は一部を取り消した場合は、専門技術研

究会補助金交付決定取消通知書（別記第 15 号様式）により研究会の代表者に通知

し、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金

の返還を求めるものとし、研究会の代表者は当該金額を理事長が指定する日まで

に、理事長が指定する方法で返還しなければならない。  

 

（請求）  

第 14 条  研究会の代表者は、第 12 条第 1 項の規定に基づく補助金の額の確定後、補  

助金の精算払を受けようとするときは、交付規則第 19 条第 1 項に規定する交付請  

求書を理事長に提出するものとする。  

2 研究会の代表者は、第 7 条の規定に基づく交付決定後、研究会の運営に必要があ

る場合には、専門技術研究会補助金概算払請求書（別記第 16 号様式）（以下「概

算払請求書」という。）に次に掲げる関係書類を添え理事長に提出できるものとす

る。  

（ 1）理由書  

3 理事長は、前 2 項の交付請求書又は概算払請求書を受理し、適当と認めたときは、

補助金の支払いを行うものとする。  

 

（経理等）  

第 15 条  研究会の代表者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした

証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する年度の終

了後５年間保存しなければならない。  

2 研究会の代表者は、経理業務の適正化を図るため、会計責任者と会計監事を定め

るものとする。  

 

（その他必要な事項）  

第 16 条  この要綱に定めるもののほか、補助金交付に関して必要な事項は理事長が

別に定めるものとする。  



 

附  則  

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。  

この要綱は、平成 28 年 4 月 15 日から施行する。  

この要綱は、令和 3 年 3 月 24 日から施行する。  

この要綱は、令和 4 年 4 月 13 日から施行する  

この要綱は、令和 5 年 4 月７日から施行する。  

 

 

 

別  表（第 3 条関係）  

 

補  助  対  象  経  費  
 

 

 ＊その他、上記内容以外に理事長が特に必要と認める経費  

 

経費区分  内        容  

報償費、旅費  

（講師・専門家）  

 

講師、専門家に支給する謝金、旅費  

 

旅費、負担金  

（研究会会員）  

 

会員が研究会開催、開催に係る打ち合わせ会議及び  

調査のために要した旅費、会議等参加負担金  

 

需用費、役務費、  

使用料及び賃借料  

 

消耗品費、研究用原材料費、資料購入費、資料作成費、  

茶菓料、通信運搬費、保険料、公設試験研究機関手数料、 

会場借上料、会場設営費、研究用機器借上料  

 


